
令和元年度第４回幕別町創生総合戦略審議会 
 

日時：令和元年12月26日（木）午後６時30分～ 

場所：幕別町役場３階会議室Ａ・Ｂ 

 

１ 開 会 

 

 

２ 会長挨拶 

 

 

３ 議 案 

 

（１）次期幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）について 

 

 

 

【配布資料】 

 資料１  令和元年度第３回幕別町総合戦略審議会における意見・質問事項  

資料２  第２期幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略（案） 

資料３  第２期総合戦略における数値目標及び重要業績評価指標（KPI)設定の考え方 
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資料１ 

 
令和元年度第３回幕別町創生総合戦略審議会における意見・質問事項 

 
■ 次期総合戦略素案（案）について 

１ 中田委員 

 基本目標１ ＫＰＩ「創業支援件数」について 

○ 町の支援を受けずに創業したところもある。 

  次期総合戦略も現行どおり、創業事業所数とならないのか。 

⇒ 町の援助を受けずに起業する事業所は、町では把握できない。 

  町の支援の有無は関係なく、数値目標「納税義務者となる法人数」で分かるところ。 

 

２ 森委員 

 基本目標３ ＫＰＩ「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」について 

○ ＫＰＩに中札内高等養護学校幕別分校が書かれていない理由は。 

⇒ 中札内高等養護学校幕別分校に対する支援は行っているところだが、今後数値が伸びるなど

具体的な指標を設定することは難しい。 

 

３ 堀委員 

 基本目標３ ＫＰＩ「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」について 

○ 前回発言した幼稚園・小学校・中学校に関する特別支援の言葉が入れば良いと思う。前回、

事務局から発言のあった「インクルーシブ教育」は一言で分かる言葉だと思った。総合戦略に

は、インクルーシブ教育を推進していること、または、町内の教育機関（公立の小中高）とい

う括りで、「教育機関を支援していく」というような言葉を入れて欲しい。 

  理由は二つあり、一つ目は次世代育成・障害者福祉の計画等を考えていく際には、この総合

戦略が指針となること、二つ目は、言葉が残っていないと委員の任期切れ、職員の移動などに

より分からなくなる可能性があると思う。 

⇒ ＫＰＩは立てづらいところだが、意図的に総合戦略に文言を入れなかったわけではないので、

教育・福祉所管課と検討したい。 

 

４ 鳥井委員 

 基本目標１ ＫＰＩ「新卒者町内就職数」について 

○ 幕別町に住んでいる高校生・大学生が幕別町内で就職した数か。 

⇒ 町内外問わず、新卒者（高卒・短大卒・大卒）が町内で就職した数である 

 

○ 中途採用労働力も就職数が高いと思う。この方々の数は分からないのか。 

⇒ 中途採用に関わる施策との整合性を踏まえ、新卒と中途採用を合わせたＫＰＩの設定を検討

したい。 

 



2 

 

 基本目標２「十勝・幕別への人の流れをつくる」について 

○ 現行のＫＰＩでは「移住件数」、次期総合戦略では「40歳未満の転入数」に絞られている。 

「移住件数」の見直し理由は何か。 

⇒ 移住の定義をどのように整理し反映するか難しいことから、住民基本台帳上で把握できる転

入者数に変更した。 

  なお、転入者数に関しては、数値目標においても「社会増減数の均衡」として示している。 

 

○ 「宿泊者数」、「訪日外国人宿泊者数」について、宿泊者数は、90,300人から 3,600人程度増

やし、訪日外国人宿泊者数は、9,368人から 4,000人以上増やす目標値となっている。 

 この数字だけ見ると、国内客は減少前提の目標値となると思うが、細かい数字は何から出し

て、目標値は何故このような立て方をしているのか。 

⇒  目標値は、過去の町内の宿泊施設における伸び率を踏まえて計算したものである。 

   外国人宿泊者数については、過去数年間の伸び率や外国人を意識した施策など踏まえて出し

ているところ。 

 

○ 国内客と外国人客との「数値の伸び」に伴う整合性はどうなのか。 

⇒ 整合性が図られるよう整理する。 

 

 基本目標４の数値目標の「転出者数の抑制」について 

○ 転出者数の現行が 998 人で目標値が 900 人となっている。住みづらいということだけで町外

へ出て行くだけとは限らない。住みやすい町をつくりましょうということで、転入者数をみる

か転出者数をみるかの二通りがあるかと思うが、ここで転出者数の抑制をあげた理由は何か。 

⇒ 転入者数は、基本目標２で掲げているが、幕別町に入ってくるための施策が中心であり、で

きるだけ交流・関係人口の施策を打ちだすことで転入者数が増えると考えている。 

  一方、基本目標４では、転入された方が、出来るだけ長く幕別町に住んでいただけるような

施策を掲げているため、転出者数の抑制を指標として設定した。 

 

５ 仙北谷委員 

基本目標１ ＫＰＩ「生乳生産量」について 

○ 幕別町は忠類を除き畑作が強いという印象を持っている。このＫＰＩ以外で畑作関係の指標

が入っていない理由は何か。 

⇒ 生乳生産量は、内部計画（酪近計画）との整合性をとることも考えている。 

  畑作に関わる指標については、農林課ともう一度検討したい。 

 

  （森委員） 

○ 生乳の生産は、近年の異常気候の影響は受けるが畑作ほどではない。 

  酪農は増産増頭傾向で推移しているので、ＫＰＩに入れることは納得できるが、何か畑作に

関わるＫＰＩもあっても良いのではと考えていた。 



3 

 

⇒ 幕別町の農業は、多くの方々が畑作中心というイメージを持たれていると思う。 

  近年、町では、畑作４品目以外、野菜の栽培も多くなっている。 

畑作に伴うＫＰＩの設定にはこれらも含めて考えていかなければならず、何かの作物に焦点

を当てて設定することは妥当性があるのか議論されるところ。 

農業経営全体として「農業経営改善計画における農業所得合計」で目標を定め、総体的に農業

所得を判断していきたいという考えである。 

 

数値目標とＫＰＩの関係性について 

○ ＫＰＩをクリアすれば数値目標が達成できるのか。 

素案の６ページでは、検証体制としてＫＰＩを設定するという説明があるが、客観的に進捗

状況を把握するため施策ごとにＫＰＩを設定するとともに、数値目標の達成状況を評価するこ

とになるかと思うが、基本目標におけるＫＰＩと数値目標は噛み合っているのか。 

⇒ 現行の総合戦略では、数値目標とＫＰＩが噛み合っていない指標もあったことから、その反

省を踏まえ、ＫＰＩの指標が伸びれば数値目標が伸びるという意識を持って設定している。 

数値目標１の場合だと、生乳生産量もそうだが、新規就農者や法人総体数が増えれば所得が

増加する、企業支援数、誘致企業数が増えれば納税義務法人者数が増えるように、概ねＫＰＩ

が伸びれば数値目標も伸びるように設定している。 

 

  ＳＤＧｓとの考え方について 

○ ＳＤＧｓの考え方は非常に重要である。 

目標と施策の紐付けだが、基本目標１の（１）農業の生産性の向上と経営の安定化において、

11安全な都市、15生態系・森林とあるが、なぜこの目標をあてているのか。また、（４）の後継

者や新規就業者の確保育成において、５ジェンダー平等は当然だと思うが、（10）の不平等の是

正はなぜここでの目標となっているのか。 

⇒ ＳＤＧｓの目標がどういったものなのかを理解いただくための説明をしていかなければなら

ないと考えている。 

28ページの基本目標１の（１）農業の生産性の向上と経営の安定化に関して言えば、目標 11

の安全な都市は、持続可能な都市と人間居住を実現することとされているが、持続するためには

食料の生産が必要である。また、目標 15生態系・森林については、農業は輪作・転作による農

地の循環、また、耕作放棄地の防止など土地の劣化阻止にもつながる。 

また、（４）後継者や新規就業者の確保育成に関しては、性別や身分等で就職を制限されるこ

とがないよう、目標５のジェンダー平等や目標 10の不平等の是正の考えも反映している。 

町の様々な施策がＳＤＧｓの目標達成につながっていることを皆様に意識していただくとと

もに、総合戦略を通して施策を打ち出すことで、この目標に近づくことを目的としている。 
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６ 宮田委員 

基本目標４について 

○ 具体的な施策を見て感じたことは、ハード的な部分に関する取組は入っているが、ソフト・

人材面で物足りない。 

特に（５）の住民活動への参加の促進では、実施事業を見ると、ハードに関する事業はある

が、そのための人づくりというものを具体的に盛り込まないと、ただお金の使い方がどうだっ

たという結果しか残らないのではないかと思う。人材育成・人材発掘的な内容の施策を入れて

はいかがか。 

⇒ （５）の住民活動への参加の促進に関する実施事業は３つしか列記されていないが、その中

には、地域おこし協力隊など人材活用について記載している。また、協働のまちづくり支援交

付金事業の中にも人材育成に関する交付金のメニューがある。 

今後においても、今いただいた意見を参考に、毎年検証して実施事業を付け加えていきたい。 

 

７ 加藤委員 

基本目標１から４までを通しての目標数値等について 

○ 各基本目標の数値目標やＫＰＩについて、過去の平均を出しそれに新たな考え方を加えてい

る程度で、少しインパクトがないように思う。 

⇒ ＫＰＩの設定の考え方については、達成しづらいものは設定しないこととした。以前の審議

会でも委員の皆さんからご意見があったが、外部の環境に影響されるものは外したところ。 

町が施策をしっかり打ち出すことで、施策の結果が目に見えやすいＫＰＩを設定しているこ

とをご理解いただきたい。 

 

○ 今後５年間の中で検証ということが出てくるが、それをどのように行うのか。５年経過して

初めて行うのか。 

⇒ 検証は、毎年度審議会において審議いただく。 

また、次期総合戦略の数値目標やＫＰＩは、毎年把握できるものとしているので、次年度の

事業を含めてＫＰＩの進捗を共有していきたいと考えている。 

 

○ 町民として役場の縦割り行政を感じているが、各項目についてある程度俯瞰しながら検討す

る必要があると思う。 

⇒ 各施策は複数課が連携して行うことで、より効果が発揮されると認識している。 

総合戦略を策定するに当たっては、横の連携を意識しながら取り組んでいるところであり、

今後、これらの連携がどうだったのかを含め検証していきたい。 
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８ 藤原会長 

発祥の地であるパークゴルフ等について 

○ 基本目標１から４までにおいて、事業などリンクするところが結構出てくると思う。例えば、

基本目標１の創業支援件数のところと基本目標２の空き家対策の考え方を、いくらかでも一緒

に考えていければ分かりやすくなると思う。 

○ パークゴルフは町の看板である。総合戦略では観光客の人数が増えるという話が書かれてい

るが、パークゴルフのことが書かれておらず寂しいものとなっている。 

さらにパークゴルフのパンフレットだが、誰でも分かるレイアウトが記載されたものがあれ

ば良いと思う。 

⇒ 総合戦略に記載する方向で検討したい。 

 

      



資料２ 

（案） 

 

 

第２期 

幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（案） 

 

 

 

 

 

令和  年  月策定 

幕別町 
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Ⅰ 総合戦略のあらまし 

 

 １ まち・ひと・しごと創生総合戦略策定の背景と趣旨 

 

「幕別町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合戦略」という。）は、「まち・ひと・しごと創

生法」（平成 26 年法律第 136 号）第 10 条第１項※１に基づき、人口の現状分析や将来人口推計等を基に、

今後の目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示した「幕別町人口ビジョン」を踏まえ、人口減少問

題と東京圏への過度の人口集中を改め、将来にわたって活力ある社会を維持する「まち・ひと・しごと

創生（地方創生）」の実現に向けて、今後５年間の施策目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめ

た計画です。 

幕別町では、2015（平成 27）年度を初年度とする第１期総合戦略を策定したところですが、2019（令

和元）年度で総合戦略の期間が終期を迎えるに当たり、今後の本町における人口減少の克服と地方創生

を確実に実現するための施策の指針などについて示すものであります。 

 

※１ 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、まち・ひと・しごと創生総合戦略（都道府県まち・ 

ひと・しごと創生総合戦略が定められているときは、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び都道府県まち・ 

ひと・しごと創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する 

施策についての基本的な計画（次項及び第三項において「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」という。） 

を定めるよう努めなければならない。 

 

 

 ２ 国の総合戦略の概要 

 

（１）４つの基本目標 

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

  各地域における地方創生の取組を加速化するため、地方公共団体に加え、企業や NPO などの地域づ

くりを担う様々な組織といった民間との協働を進める。また、あわせて、若者や女性にとって魅力的

な地方のしごとづくりを行う。さらに、人材に焦点を当てた取組を強化する。 

② 地方への新しいひとの流れをつくる 

  東京圏から地方への移住の促進、地方出身者の地元での就職率向上など、地方への新しい「ひと」

の流れづくりに取り組み、「しごと」と「ひと」の好循環を確立する。 

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

  若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、女性、高齢者、障がい者、ひきこもり、

外国人など誰もが居場所と役割を持ち活躍できる地域社会の実現に取り組む。 
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④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する 

  選択と集中、効率性の向上など、地域経営の視点に立った、新しい柔軟な発想での持続可能な地域

づくりを推進する。その際、地域の取組をマネジメントする人材や観光地域づくり法人をはじめとす

る推進組織の確保・育成を重点的に行う。   

 

（２）まち・ひと・しごと創生に向けた政策５原則 

① 自立性 

  各施策が一過性の対症療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、町、民間事業者、個人

等の自立につながるようなものとする。また、この観点から、特に町内外の有用な人材の積極的な確

保・育成を急ぐ。 

 ② 将来性 

   自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。活力ある地

域産業の維持・創出、中山間地域等において地域の絆の中で心豊かに生活できる環境を実現する。   

③ 地域性 

  国による画一的手法や「縦割り」的な施策ではなく、地域の弱みを改善し、強みを活かすような地

域の実態に合った施策を立案する。   

④ 直接性 

  限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、ひとの移転・しごとの創出やまちづくり

を直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤ 結果重視 

   明確な PDCA※1 サイクルの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効果を客観的な指

標により検証し、必要な改善等を行う。 

 

（３）第２期総合戦略における基本目標に向けた取組に関する新たな視点 

① 地方へのひと・資金の流れを強化する 

○ 将来的な地方移住にもつながる「関係人口」※2の創出・拡大 

○ 企業や個人による地方への寄附・投資等を用いた地方への資金の流れの強化 

② 新しい時代の流れを力にする 

 ○ Society5.0※3の実現に向けた技術の活用 

 ○ SDG s※4を原動力とした地方創生 

 ○ 「地方から世界へ」 

③ 人材を育て活かす 

 ○ 地方創生の基盤をなす人材に焦点を当て、掘り起こしや育成、活躍を支援 

④ 民間と協働する 

 ○ 地方公共団体に加え、NPO などの地域づくりを担う組織や企業と連携 

⑤ 誰もが活躍できる地域社会をつくる 

 ○ 女性、高齢者、障がい者、外国人など誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域社会を実現 
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⑥ 地域経営の視点で取り組む 

 ○ 地域の経済社会構造全体を俯瞰して地域をマネジメント 

 

※１ Plan-Do-Check-Action の略称 Plan(計画)、Do(実施)、Check(評価)、Action(改善)の４つの視点をプロセスの中

に取り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法。 

※２  移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々を指す。 

※３ サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的

課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 

3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指す。 

※４  2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDG s）の後継として、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標。17 の目標（目標）

と 169 のターゲットから構成され、「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広い範囲

で総合的に取り組むこととしている。 
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 ３ 総合戦略の位置付け 

 

（１）幕別町総合計画との関係 

本町は、現在 2018(平成 30)年度から 2027(令和９)年度までの 10 年間を計画期間とした「第６期幕

別町総合計画」（以下「総合計画」という。）に基づき、まちづくりを進めています。 

総合計画は、本町の持続的な発展のために、町民、地域、行政が一体となったまちづくりの方向性を

示すとともに、まちづくりの指針である基本構想と各分野における施策の方向性を示した基本計画で構

成されることから、まちづくりの最上位に位置付けられる計画であるため、個別計画の立案や事業内容

の選択などは、総合計画に基づいて決定されます。 

一方、総合戦略は、人口減少問題や地方創生に対応するため、雇用や移住・定住、子育てなどに関す

る具体的な施策を定めるものであることから、総合計画を基に重点的に取り組むべき施策を示すもので

あります。 

 

 

 

 

 

                           

 

 

 

 

 

（２）国・道の総合戦略との関係 

総合戦略は、国の総合戦略で示されている基本目標や政策を勘案するとともに、道が策定する総合戦

略である「北海道創生総合戦略」も踏まえ策定します。  
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 ４ 計画期間 

 

総合戦略の期間は、国や道が策定する第２期総合戦略を考慮して、2020（令和２）年度から 2024（令

和６）年度までの５年間とします。 

 

 ５ 推進・検証体制 

 

（１）推進体制 

次の組織を中心に総合戦略を推進・検証します。 

① 幕別町創生総合戦略審議会 

    総合戦略の策定に当たっては、町民をはじめ、産官学金労といった、地域の様々な分野で活躍さ

れている方々の参画による「幕別町創生総合戦略審議会」を設置し、計画の方向性や具体案を検討

するとともに、広く町民の意見を反映させた計画づくりを行います。 

② 幕別町地域創生・人口減少対策推進本部 

  町長を本部長として、副町長、教育長ほか関係部長職で構成する「幕別町地域創生・人口減少対

策推進本部」を設置し、全庁的な横断体制を確立した上で総合戦略の方策などについて検討します。 

③ 幕別町地域創生・人口減少対策推進本部幹事会 

   企画総務部政策推進課長を幹事長とする「幕別町地域創生・人口減少対策推進本部幹事会」を設

置し、必要に応じて総合戦略の具体的な施策項目や目標値の設定などについて検討します。 

 ④ 議会 

   総合戦略の策定に当たっては、議会と執行機関が車の両輪となって推進していくことが重要であ

ることから、十分に意見が反映されるよう説明を行います。 
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（２）十勝管内市町村との広域連携 

本町は、十勝管内全市町村による定住自立圏※１の推進や十勝ふるさと市町村圏東ブロック（幕別町・

池田町・豊頃町・浦幌町）での広域的な事業への取組など広域行政を進めています。 

定住自立圏では、医療・福祉、教育、産業振興、移住・交流の促進など人口減少対策に効果が期待で

きる取組を行っています。また、十勝ふるさと市町村圏東ブロックでは、各町が連携し、イベントの開

催や人材育成の取組を行うことで、地域の活性化に努めています。 

総合戦略においても、豊かな自然、食や農業、観光などの「十勝」の魅力を発信し、十勝管内市町村

との情報共有や連携を深め、各施策をより効率的・効果的に進めていきます。 

 

※１  市町村の主体的取組として、「中心市」の都市機能と「近隣市町村」の農林水産業、自然環境、歴史、文化など、そ

れぞれの魅力を活用して、NPO や企業といった民間の担い手を含め、相互に役割分担し、連携・協力することにより、

地域住民のいのちと暮らしを守るため圏域全体で必要な生活機能を確保し、地方圏への人口定住を促進する政策。 

 

（３）検証体制 

総合戦略の推進に当たっては、施策の進捗状況を客観的に把握するため、基本目標ごとに数値目標、

また、施策ごとに重要業績評価指標(KPI)※１を設定するとともに、PDCA サイクルによる施策の管理を行

います。総合戦略で掲げた各施策の進捗管理は、毎年度、施策の成果を取りまとめ、「幕別町創生総合戦

略審議会」において検証を行うこととしますが、社会情勢の変化に柔軟に対応する観点から、必要に応

じて施策の見直しを行い、最終年度の 2024（令和６）年度に基本目標が達成されるよう計画の過程を管

理します。 

なお、事業に用いる KPI は、施策の事業量ではなく施策を実施した結果、住民にもたらされた効果や

便益(アウトカム）※2に関する数値目標とすることを基本とします。 

 

※１  Key Performance Indicator の略称。事業ごとの進捗状況を検証するために設定する指標。 

※２ 行政活動そのものの結果に係る数値目標（例：説明会の開催回数、パンフレットの配布枚数）ではなく、その結果

として住民にもたらされた効果や便益に係る数値目標（例：雇用創出数〇〇人、転入者数〇〇人増加）をいう。 
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Ⅱ 基本目標と基本的方向 

 

 １ 基本目標と基本的方向の見直しの考え方 

 

第 1 期総合戦略では４つの基本目標に対して、17 の基本的方向が位置付けられていましたが、第 2 期

総合戦略では、時代の流れや町民・事業者のニーズに応じ見直しを行います。 

具体的には、第１期における基本目標は継続しながら、関連性のある項目を統合するとともに、国の

基本目標に向けた取組に関する新たな視点や道の重要施策などを踏まえ、４つの重要な視点で必要性を

認識した上で整理した結果、第２期総合戦略では 15 の基本的方向への再編を行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 
＜基本目標１＞ 

産業の振興と雇用の場をつくる 

 
＜基本目標２＞ 

十勝・幕別への人の流れをつくる 

 
＜基本目標３＞ 

結婚・出産・子育ての希望を 
かなえる 

 
＜基本目標４＞ 

安全・安心で快適な暮らしが 
できるまちをつくる 

基本目標 基本的方向 

○基幹産業である農業の生産性向上と経営基盤の強化 

○新規参入する事業者と地域の「稼ぐ力」･「地域価値」 

を向上 

○活力ある産業の推進と担い手の確保・育成 

○町の魅力に関する情報発信の充実 

○「オリンピアンのまち」としてスポーツを通じて交流

するまちづくりの推進 
○都市部との交流等を通じた関係人口の増加 

○子育て世代を中心とした移住・定住の促進 

○結婚・出産・子育てを切れ目なく支援 

○魅力ある教育環境の整備 

○地域で子育てし、郷土愛を育む取組の推進 

○地域公共交通の維持・確保 

○災害等に強いまちづくりの推進 

○誰もが健康で安心して暮らせる環境づくりの推進 

○地域コミュニティ維持と地域活性化 

○社会生活基盤が整備された安全・安心なまちづくりの

推進 

継 続 再 編 

 

○時代の潮流を踏まえた地域づくりとなっているか。 

○子供から高齢者まで全ての世代の方々を支える仕組みとなっているか。 

○町政の課題や推進している事業などと一致しているか。 

○SDG s の理念が反映された施策となっているか。 

第２期総合戦略の見直しにおける４つの重要な視点 
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 ２ 基本目標 

 

  国や道の総合戦略に示されている基本的な考え方や今後の施策の方向などを勘案し、幕別町の総合戦

略における基本目標を次のように定めます。 

 

 

 

【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

数値目標 
現 状 

(2018(平成 30)年度) 

目 標 

(2024(令和６)年度) 

農業算出額の北海道に占める割合 2.52% 2.52% 

納税義務者となる法人数 606 社 620 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標１＞ 産業の振興と雇用の場をつくる 

 
○基幹産業である農業の生産性向上と経営基盤の強化を図ります。 

 農業従事者の高齢化等による担い手不足の解消に向け、地域経済をけん引する基幹産業として生産性

向上と経営基盤を強化します。また、ロボットや ICT などの先端技術を活用し、業務の効率化や高品

質生産等を可能にするスマート農業を促進します。 

 

 
○新規参入する事業者と地域の「稼ぐ力」･「地域価値」の向上を図ります。 

 起業・創業支援の強化に加え、地場産業の品質向上や高付加価値化の推進、６次産業化を積極的に支

援し、付加価値を生み出す力や地域の資産価値の向上を図ります。 

 
○活力ある産業の推進と担い手の確保・育成を図ります。 

 地場産業と観光産業との連携、関連企業の誘致など、地域経済の活性化に取り組むとともに、安心し

て担い手が参入できるよう、多様な働き方や働きやすい環境整備を進め、良質な雇用を創出します。 
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【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
現 状 

(2018(平成 30)年度) 

目 標 

(2024(令和６)年度) 

観光入込客数 75.4 万人 81.1 万人 

社会増減数の均衡 ▲70 人 0 人 

 

 

 

 

＜基本目標２＞ 十勝・幕別への人の流れをつくる 

 
○町の魅力に関する情報発信の充実を図ります。 

 幕別町の情報を戦略的に発信するため、ターゲットと発信する情報を整理し、効果的なプロモーショ

ンを推進することで地域ブランドの確立を図るとともに、観光や移住・定住、スポーツ合宿地として選

ばれるまちを目指します。また、積極的な情報発信や受入体制づくりを進め、道内外の誘客はもとより、

インバウンドを推進します。 

 
○「オリンピアンのまち」としてスポーツを通じて交流するまちづくりを進めます。 

 自然環境や社会環境においてスポーツ合宿に適した地であることを発信しながら誘致を進めるとと

もに、町内の子供には選手との交流により一流の技術や考え方を学ぶ場を提供します。また、既存スポ

ーツ施設の改修やトレーニング機器の整備を行うなどスポーツ施設等の充実を図ります。 

 

 
○都市部との交流等を通じて関係人口の増加を図ります。 

 都市部に所在する高校生を対象とした農業体験や農家民泊、大学や企業のスポーツ合宿などを通じ

て、幕別町に積極的に関心を持ち、地域に貢献したいという想いを寄せる関係人口を把握し、地域と継

続的なつながりを持つ環境づくりを進めます。 

 
○子育て世代を中心とした移住・定住の促進を図ります。 

 高校生は卒業後、進学または就職のため町外に流出します。一方、30 歳代は転入超過傾向にあり、

子育て世代が移住・定住している動きが見られます。今後も、子育てや住まいなど移住・定住に関する

不安解消に向けて、環境整備の取組を推進します。 
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【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
現 状 

(2018(平成 30)年度) 

目 標 

(2024(令和６)年度) 

15 歳未満の年少人口 3,297 人 3,300 人 

合計特殊出生率 1.42% 1.55% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標３＞ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 
○結婚・出産・子育てを切れ目なく支援します。 

 子育てする家庭が仕事との両立を図り、子供たちが健やかに成長できるよう、安心して子供を産み育

てられる環境づくりや子育てにかかる経済的負担の軽減など、結婚、妊娠・出産、子育てを切れ目なく

支援します。 

 

 
○魅力ある教育環境の整備を図ります。 

 義務教育９年間を見通した小中一貫教育を推進するほか、ICT 教育環境の整備、さらには、老朽化が

進む校舎や設備の改修を実施するなど、子供たちの安全・安心を確保し、快適な学校生活が送られるよ

う、学校施設の計画的な整備を図ります。また、学校と保護者・地域住民を有機的に結び付け協働関係

を強めるコミュニティ・スクールを推進するとともに、幕別町の特徴を生かした魅力ある学校となるよ

う道立高等学校を支援します。 

 
○地域で子育てし、郷土愛を育む取組を進めます。 

 地域における子育て環境の充実を図るとともに、郷土の自然や文化、伝統などに接したり、地域の課

題を捉え、その解決に向け活動することで、郷土を育て発展させるような郷土を愛する心を持つ子供を

育てます。 
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【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
現 状 

(2018(平成 30)年度) 

目 標 

(2024(令和６)年度) 

転出者数の抑制 998 人 900 人 

＜基本目標４＞ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる 

 
○地域公共交通の維持・確保を図ります。 

 人口減少・少子高齢化の進行による交通弱者の増加や、町内における公共交通空白地域の存在等を踏

まえ、日常生活の移動確保や地域間幹線系統等との接続による広域的な移動を支援するとともに、あら

ゆる機会を通じて利用方法等を PR し、利用推進と利便性の向上を図ります。 

 

 
○災害等に強いまちづくりを進めます。 

 災害等非常時に町民の生命を守り、被害を少なくするためには、行政による公助はもとより、町民が

自ら身を守る自助や相互に助け合う共助の確立が重要となることから、迅速かつ的確な情報伝達手段の

整備や地域と連携した防災体制の強化を図ります。 

 
○誰もが健康で安心して暮らせる環境づくりを進めます。 

 地域包括ケアシステムの推進や見守り体制など地域福祉の充実、子供から高齢者までそれぞれのライ

フステージに合わせた健康づくりの推進に取り組み、保健・福祉・介護と地域の連携によって、住み慣

れた地域で自分らしく健康で安心して生活することができる環境を整備します。また、いつまでも生き

がいをもって働けるよう、高齢者や障がい者が活躍できる地域社会の実現を目指します。 

 
○地域コミュニティの維持と地域活性化を図ります。 

 子供から高齢者まで、同世代や異世代間の交流を深めるとともに、住民同士が支えあいながら地域の

活性化に取り組めるよう、地域コミュニティ活動を支援します。また、地域が抱える課題等の解決に向

けて、地域おこし協力隊をはじめ、町内外の多様な人材を活用した地域活性化を図ります。 

 
○社会生活基盤が整備された安全・安心なまちづくりを進めます。 

 社会生活の基盤である道路・橋梁、河川・排水施設、水道、公園、住宅などの計画的な整備・維持管

理を行います。また、民間需要がある公用地や公共施設等について、売却や貸付けなど公的資産の有効

活用を図ります。 
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３ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標１＞ 産業の振興と雇用の場をつくる 

（１）農業の生産性の向上と経営の安定化 

（２）６次産業化と地産地消の推進 

（３）既存事業者及び進出企業等に対する支援 

（４）農業・自営業の後継者及び新規就業者の確保・育成 

＜基本目標２＞ 十勝・幕別への人の流れをつくる 

（１）ブランド戦略やシティプロモーションの推進 

（２）スポーツ合宿・大会誘致の推進 

（４）移住・定住対策の推進 

（３）都市部との関係人口の創出・拡大 
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＜基本目標３＞ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

（１）結婚の希望に応える支援 

（２）出産希望者に対する支援 

（３）子育て世代の負担軽減及び支援 

（４）魅力ある教育環境の整備 

＜基本目標４＞ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる 

（１）地域公共交通の維持・確保 

（２）自助・共助・公助の連携による防災体制の強化 

（３）生活支援の連携体制の強化 

（５）次代の郷土を担う子供たちへの支援 

（４）障がい者の自立支援 

（５）住民活動への参加の促進 

（６）公共施設等の適切な維持管理 
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 ４ 重点業績評価指標（KPI）と具体的な施策 

 

 

 

 

 

【基本的方向】 

○基幹産業である農業の生産性向上と経営基盤の強化を図ります。 

 農業従事者の高齢化等による担い手不足の解消に向け、地域経済をけん引する基幹産業として生産性向

上と経営基盤を強化します。また、ロボットや ICT などの先端技術を活用し、業務の効率化や高品質生産

等を可能にするスマート農業を促進します。 

○新規参入する事業者と地域の「稼ぐ力」･「地域価値」の向上を図ります。 

 起業・創業支援の強化に加え、地場産業の品質向上や高付加価値化の推進、６次産業化を積極的に支援

し、付加価値を生み出す力や地域の資産価値の向上を図ります。 

○活力ある産業の推進と担い手の確保・育成を図ります。 

 地場産業と観光産業との連携、関連企業の誘致など、地域経済の活性化に取り組むとともに、安心して

担い手が参入できるよう、多様な働き方や働きやすい環境整備を進め、良質な雇用を創出します。 

 

【重点業績評価指標（KPI）】 

成果指標 
現 状 

(2018(平成 30)年度)実績 

目標値 

(2024(令和６)年度)実績 

認定新規就農者数 2 件 
5 件 

（令和 2年度～6年度までの累計値） 

認定農業者のうち法人経営体数 51 経営体 70 経営体 

自動操舵システム搭載トラクターの導入台数 181 台 300 台 

生乳生産量 86,445t※1 90,000t 

学校給食における地場産物利用割合 34.5% 35.0% 

誘致企業数 3 企業 
7 企業 

（令和 2年度～6年度までの累計値） 

創業支援件数 6 件 
30 件 

（令和 2年度～6年度までの累計値） 

新卒者町内就職者数 86 人 80 人 

ふるさと納税受入額 262 百万円 300 百万円 

※１ 町内３農協の十勝畜産統計による生乳生産量のうち、平成 26 年度から平成 30 年度の５中３平均量 

  （農協・ホクレン以外の出荷含む。帯広大正農協は除く） 

 

＜基本目標１＞ 産業の振興と雇用の場をつくる 

数値目標：農業算出額の北海道に占める割合：2.52%(2024(令和６)年度 基準値：2.52%(2017(平成 29)年度） 

     法人町民税申告数 ：620 社(2024(令和６)年度) 基準値：606 社(2018(平成 30)年度） 
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【具体的な施策】 

施策名 施策内容 

(１)農業の生産性の向上と経

営の安定化 

○担い手が安心して農業に取り組むことができるよう、認定農業者の経営

規模拡大や農業法人化の推進、既存農業法人の販路拡大等を支援します。 

○労働力不足を解消するためスマート農業を促進します。 

【実施事業】 

○農業ゆとりみらい総合資金貸付事業 

○ふるさと土づくり支援事業 

○ゆとりみらい 21 推進協議会運営事業 

○後継牛確保対策事業 

○有害鳥獣駆除対策事業 

(２)６次産業化と地産地消の

推進 

 

 

 

 

 

○地場産品を活用した加工製造販売によって、製造業、商業、観光業への

取組に発展させ、高付加価値を生み出す６次産業化や農商工連携の取組を

支援します。 

○学校給食や公共施設、地元飲食店での地場産品の積極的な活用を推進す

るとともに、食品ロスの削減を推進します。 

【実施事業】 

○６次産業化・地産地消推進事業 

○観光物産振興事業 

(３)既存事業者及び進出企業

等に対する支援 

○既存事業者の経営安定と業績拡大を図るため、専門家や関係機関、周辺

自治体と連携し、人材確保・人材育成支援、流通体制支援等に対する各種

指導を支援します。 

○経済情勢に左右されにくい強固な産業基盤を確立するため、製造業に加

え、事務系職種や ITなど多種多様な業種の企業誘致や創業促進を図ります。 

○ふるさと寄附を活用した地場産品の掘り起こしによる販路拡大と知名度

向上に努めるとともに、様々な形で地域に関与する関係人口の拡大を図る

ための取組を推進します。 

【実施事業】 

○企業誘致対策事業 

○中小企業融資保証料・利息補給事業 

○ふるさと寄附返礼品贈呈事業 

 

(４) 農業・自営業の後継者及

び新規就業者の確保・育成  

 

○後継者や UI ターン者などを確保・育成するため町内外への募集強化と研

修の開催や交流を支援します。 

○町内企業や大学等と連携したインターンシップを通じて、企業と学生を

つなぐ取組を推進します。 
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○若者や子育て世代、高齢者、障がい者、外国人など労働力の掘り起こし

を行い、多様な働き方の環境整備を図ります。 

【実施事業】 

○新規就農者支援事業 

○若年者緊急雇用対策事業 

○幕別町はたらき隊支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 

 

 

 

 

 

 

【基本的方向】 

○町の魅力に関する情報発信の充実を図ります。 

 幕別町の情報を戦略的に発信するため、ターゲットと発信する情報を整理し、効果的なプロモーション

を推進することで地域ブランドの確立を図るとともに、観光や移住・定住、スポーツ合宿地として選ばれ

るまちを目指します。また、積極的な情報発信や受入体制づくりを進め、道内外の誘客はもとより、イン

バウンドを推進します。 

○「オリンピアンのまち」としてスポーツを通じて交流するまちづくりを進めます。 

 自然環境や社会環境においてスポーツ合宿に適した地であることを発信しながら誘致を進めるとともに、

町内の子供には選手との交流により一流の技術や考え方を学ぶ場を提供します。また、既存スポーツ施設

の改修やトレーニング機器の整備を行うなどスポーツ施設等の充実を図ります。 

○都市部との交流等を通じて関係人口の増加を図ります。 

 都市部に所在する高校生を対象とした農業体験や農家民泊、大学や企業のスポーツ合宿などを通じて、

幕別町に積極的に関心を持ち、地域に貢献したいという想いを寄せる関係人口を把握し、地域と継続的な

つながりを持つ環境づくりを進めます。 

○子育て世代を中心とした移住・定住の促進を図ります。 

 高校生は卒業後、進学または就職のため町外に流出します。一方、30 歳代は転入超過傾向にあり、子育

て世代が移住・定住している動きが見られます。今後も、子育てや住まいなど移住・定住に関する不安解

消に向けて、環境整備の取組を推進します。 

  

【重点業績評価指標（KPI）】 

成果指標 
現 状 

(2018(平成 30)年度)実績 

目標値 

(2024(令和６)年度)実績 

訪日外国人宿泊者数 9,368 人 13,500 人 

スポーツ合宿・大会受入者数 299 人 450 人 

スポーツ集客イベントへの参加者数 899 人 1,350 人 

百年記念ホール利用人数 136,880 人※2 137,000 人 

農村ホームステイ受入者数 105 人 117 人 

マイホーム応援事業による住宅新築件数 67 件※3 70 件 

空き地・空き家バンク成約件数 8 件※4 10 件 

40 歳未満の転入数 656 人 700 人 

 

＜基本目標２＞ 十勝・幕別への人の流れをつくる 

数値目標：観光入込客数：81.1 万人(2024(令和６)年度 基準値：75.4 万人(2018(平成 30)年度） 

     社会増減数の均衡：0 人(2024(令和６)年度 基準値：▲70 人(2018(平成 30)年度） 
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※2 百年記念ホール利用人数のうち、平成 26 年度から平成 30 年度の５中３平均人数 

※3 マイホーム応援事業実績のうち、平成 27 年度から平成 30 年度の平均件数 

※4 空き地・空き屋バンク成約件数のうち、平成 29 年度から平成 30 年度の平均件数 

 

【具体的な施策】 

施策名 施策内容 

(１) ブランド戦略やシティ

プロモーションの推進 

○幕別町の豊かな自然や歴史・文化、産業、暮らしなどを紹介するコンテ

ンツを作成し、HP や SNS、AR をはじめ各種メディアなど様々な手段、媒

体を活用して情報を発信することで、認知度向上やイメージアップを図り

ます。 

○多言語による観光情報サイトでの情報発信や Wi-Fi 環境の整備、キャッ

シュレス設備の導入支援などインバウンド対策の充実を図ります。 

○体験型観光の持続可能な受入システムを構築するため、受け皿組織や人

材の育成、関係機関との連携を強化するとともに、体験型・滞在型プログ

ラムなどの旅行商品の企画・開発を推進します。 

○パークゴルフの発祥の地として、国内外への情報発信に努めるとともに、

日本パークゴルフ協会や様々な分野と連携しながら、一層の振興を図りま

す。 

【実施事業】 

○忠類地域魅力発信事業 

○観光施設維持管理事業 

○観光物産振興事業 

(２)スポーツ合宿・大会誘致

の推進 

 

 

 

 

 

 

 

○スポーツ交流人口の増加及び地域との交流等を目的として、周辺自治体

等とも連携しながら、大学や企業等のスポーツ合宿や大会誘致を積極的に

推進するとともに、子供たちへ様々な競技体験や技術を学ぶ場を提供しま

す。 

○町民が運営ボランティアやサポートを通じて、スポーツに関わる機会を

増やすなどスポーツに親しむ環境づくりを推進します。 

○合宿誘致に関するワンストップ体制を構築し、各種相談や受入支援を行

います。また、関係機関と一体となり、選手等の移動支援など滞在中の負

担軽減、利便性の向上を図ります。 

○スポーツ活動団体等が効果的な練習や合宿に取り組めるよう、既存スポ

ーツ施設の改修やトレーニング機器の更新を図ります。 

【実施事業】 

○アスリートと創るオリンピアンの町創生事業 

○屋内・屋外体育施設維持管理事業 
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(３)都市部との関係人口の創

出・拡大 

○都市部の修学旅行生を対象とした体験型の農家民泊の受入れやスポーツ

合宿など町の特徴を生かした取組を通じて、幕別町への想いを寄せる人々

とより深い関わりを継続的に築く取組を推進します。 

○ふるさと納税寄附者への定期的なフォローアップや幕別町ゆかりの各界

で活躍されている方をシンボル的な存在として応援大使に委嘱するなど地

域外からの交流の入口を増やす取組を推進します。 

○町内出身アーティスト等との協働により、国内外の優れた芸術・文化に

接し、体感できる鑑賞機会を提供するとともに、芸術・文化活動への取組

を支援します。  

【実施事業】 

○農村ホームステイ事業 

○小学生国内交流事業 

○幕別町応援大使事業 

○芸術・文化交流事業 

(４)移住・定住対策の推進 

 

○HPやSNSをはじめ各種メディアと連携した移住情報発信を強化します。

また、都市圏における移住・定住相談会やセミナーなどへの参加を通じた

情報発信・マッチングを図ります。 

○空き地・空き家バンク事業の活性化に向け、各公区や宅建事業者と連携

し、良質な物件発掘や情報発信、マッチングを図ります。 

○移住者が希望の職につけるよう、庁内関係部署やハローワークなどの関

係機関と連携した情報提供やマッチングなど就業支援を推進します。 

【実施事業】 

○移住・定住対策事業 

○マイホーム応援事業 

○空き地・空き家バンク事業 
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【基本的方向】 

○結婚・出産・子育てを切れ目なく支援します。 

 子育てする家庭が仕事との両立を図り、子供たちが健やかに成長できるよう、安心して子供を産み育て

られる環境づくりや子育てにかかる経済的負担の軽減など、結婚、妊娠・出産、子育てを切れ目なく支援

します。 

○魅力ある教育環境の整備を図ります。 

 義務教育９年間を見通した小中一貫教育を推進するほか、ICT 教育環境の整備、さらには、老朽化が進む

校舎や設備の改修を実施するなど、子供たちの安全・安心を確保し、快適な学校生活が送られるよう、学

校施設の計画的な整備を図ります。また、学校と保護者・地域住民を有機的に結び付け協働関係を強める

コミュニティ・スクールを推進するとともに、幕別町の特徴を生かした魅力ある学校となるよう道立高等

学校を支援します。 

○地域で子育てし、郷土愛を育む取組を進めます。 

 地域における子育て環境の充実を図るとともに、郷土の自然や文化、伝統などに接したり、地域の課題

を捉え、その解決に向け活動することで、郷土を育て発展させるような郷土を愛する心を持つ子供を育て

ます。 

 

【重点業績評価指標（KPI）】 

成果指標 
現 状 

(2018(平成 30)年度)実績 

目標値 

(2024(令和６)年度)実績 

婚活イベント参加者数 65 人 80 人 

乳児家庭全戸訪問事業の訪問率 98.2% 100% 

北海道働き方改革推進企業認定社数 10 社 
35 社 

（令和 2年度～6年度までの累計値） 

町内保育所定員数 510 人 540 人 

不登校児童生徒の割合 1.7% 1.5% 

道立幕別清陵高等学校入学者数 0 人 120 人 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標３＞ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

数値目標：15 歳未満の年少人口：3,300 人(2024(令和６)年度 基準値：3,297 人(2018(平成 30)年度） 

     合計特殊出生率：1.55%(2024(令和６)年度 基準値：1.42%(2018(平成 30)年度） 
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【具体的な施策】 

施策名 施策内容 

(１) 結婚の希望に応える支

援 

○企業・団体間のネットワーク構築による出会い・交流の場を確保し未婚

化や晩婚化の改善を図ります。 

○道の結婚支援事業と連携し、交流イベントの開催や各種婚活セミナー等

の開催を支援します。 

【実施事業】 

○グリーンパートナー対策事業 

○結婚新生活支援事業 

(２)出産希望者に対する支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○妊婦の不安を解消するため、心身の健康状態に応じた妊婦健康相談の充

実を図るとともに、妊婦健康診査を通じて妊婦と赤ちゃんの健康状態を定

期的に確認し、妊婦の健康保持を図ります。 

○出産した全家庭に保健師が訪問するとともに、助産師や妊産婦同士との

定期的な交流の場の実施など出産後も安心して育てられる環境の充実を推

進します。 

○不妊に悩む夫婦を対象に不妊治療にかかる医療費の一部を助成し、経済

的な負担の軽減を図ります。 

【実施事業】 

○妊婦・産婦健診事業 

○妊娠・出産包括支援事業 

○不妊・不育症対策事業 

(３) 子育て世代の負担軽減

及び支援 

○子育て期を安定して過ごせるよう、総合相談窓口において心配事や相談

内容に応じて必要なサービスをつなぎ、子育てを支援します。 

○中学校卒業までの子供の医療費を助成するなど子育て世代の経済的負担

を減らすことにより、安心して子供を産み育てる環境整備を推進します。 

○国の制度による幼児教育・保育の無償化に取り組むとともに、受入体制

の整備と質の向上を図ります。 

○保護者の子育てと就労等の両立を支援し、病気のときでも児童が安心し

て過ごすことができる環境の整備や企業などの子育てに対する取組を支援

します。 

【実施事業】 

○子育て支援センター運営事業 

○子育て短期支援事業 

○子ども医療費助成事業 

○保育所等主食提供事業 

○認可外保育所保育料助成事業 
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○ファミリー・サポート・センター事業 

○修学支援資金交付事業 

○修学旅行費支援事業 

○マイファーストブックサポート事業 

(４）魅力ある教育環境の整備 

 

○子供の発達等に応じた柔軟で多様な教育の充実や地域の特色を生かした

授業を展開するとともに、小中学校に ICT 機器等を整備し、教育環境の向

上を図ります。 

○安全・安心な教育環境を整備するため、老朽化した施設や設備の更新を

計画的に推進します。 

○北海道幕別清陵高等学校及び北海道中札内高等養護学校幕別分校の魅力

化に向けて、コミュニティ・スクールの導入など地域と密着した教育活動

を支援します。 

○小中一貫教育を実施し、将来的に幼小中高校等の連携を視野に入れた教

育活動について検討します。 

【実施事業】 

○小学校・中学校 ICT 機器整備事業 

○学校教育施設維持管理事業 

○魅力ある高校づくり支援事業 

○中学生・高校生海外研修事業 

○小中一貫教育推進事業 

(５) 次代の郷土を担う子供

たちへの支援   

 

○子供が自ら文化・歴史や地域の魅力を学び、先人の苦労や豊かな知識に

触れ、ふるさとへの想いを養い、愛着と誇りを育む教育を推進します。 

○ナウマン象化石骨やアイヌ文化など貴重な文化財の適切な保存管理を行

うとともに、郷土文化の継承や人材育成等を目的とした多様な活用を図り

ます。 

【実施事業】 

○ふるさと館・郷土館維持管理事業 

○ナウマン象記念館発掘等体験講座事業 

○郷土文化研究事業 
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【基本的方向】 

○地域公共交通の維持・確保を図ります。 

 人口減少・少子高齢化の進行による交通弱者の増加や、町内における公共交通空白地域の存在等を踏ま

え、日常生活の移動確保や地域間幹線系統等との接続による広域的な移動を支援するとともに、あらゆる

機会を通じて利用方法等を PR し、利用推進と利便性の向上を図ります。 

○災害等に強いまちづくりを進めます。 

 災害等非常時に町民の生命を守り、被害を少なくするためには、行政による公助はもとより、町民が自

ら身を守る自助や相互に助け合う共助の確立が重要となることから、迅速かつ的確な情報伝達手段の整備

や地域と連携した防災体制の強化を図ります。 

○誰もが健康で安心して暮らせる環境づくりを進めます。 

 地域包括ケアシステムの推進や見守り体制など地域福祉の充実、子供から高齢者までそれぞれのライフ

ステージに合わせた健康づくりの推進に取り組み、保健・福祉・介護と地域の連携によって、住み慣れた

地域で自分らしく健康で安心して生活することができる環境を整備します。また、いつまでも生きがいを

もって働けるよう、高齢者や障がい者が活躍できる地域社会の実現を目指します。 

○地域コミュニティの維持と地域活性化を図ります。 

 子供から高齢者まで、同世代や異世代間の交流を深めるとともに、住民同士が支えあいながら地域の活

性化に取り組めるよう、地域コミュニティ活動を支援します。また、地域が抱える課題等の解決に向けて、

地域おこし協力隊をはじめ、町内外の多様な人材を活用した地域活性化を図ります。 

○社会生活基盤が整備された安全・安心なまちづくりを進めます。 

 社会生活の基盤である道路・橋梁、河川・排水施設、水道、公園、住宅などの計画的な整備・維持管理

を行います。また、民間需要がある公用地や公共施設等について、売却や貸付けなど公的資産の有効活用

を図ります。 

【重点業績評価指標（KPI）】 

成果指標 
現 状 

(2018(平成 30)年度)実績 

目標値 

(2024(令和６)年度)実績 

コミュニティバス利用者数 15,573 人 25,200 人 

自主防災組織の人口カバー率 62.0% 87.0% 

特定健康診査受診率 40.7% 60.0% 

福祉施設の入所者の地域生活の移行者 0 人 
2 人 

（令和 2 年度～6 年度までの累計値） 

協働のまちづくり支援事業交付金交付件数 221 件※5 230 件 

まちづくり出前講座開催回数 94 回 100 回 

幕別町公共施設等総合管理計画個別施設管理計画策定率 25% 100% 

＜基本目標４＞ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる 

数値目標：転出者数の抑制：900 人(2024(令和６)年度 基準値：998 人(2018(平成 30)年度） 
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※５ 協働のまちづくり支援事業交付金交付実績のうち、平成 26 年度から平成 30 年度の平均件数 

 

【具体的な施策】 

施策名 施策内容 

(１) 地域公共交通の維持・確

保 

○地域公共交通としての役割や機能を維持するため、関係機関に働きかけ

るとともに、関係機関との連携のもと地域公共交通のあり方について調査

研究を実施します。 

○高齢者等の交通弱者が安心して生活・移動できるようコミュニティバス

の利便性の向上や予約型乗合タクシーの運行により、住民の生活交通の維

持確保を図ります。 

○町民や外国人を含む観光客の利用促進を図るため、公共交通に関する情

報発信の強化を図ります。 

【実施事業】 

○地域公共交通確保対策事業 

○コミュニティバス運行事業 

○予約型乗合タクシー運行事業 

(２) 自助・共助・公助の連携

による防災体制の強化 

 

 

 

○地域で暮らし続けるための安全・安心な環境づくりのため、地域住民の

防災意識を高めるとともに、災害から守る危機管理体制の充実を図ります。 

○災害に強い基盤整備に取り組むとともに、防災情報発信の強化や高齢者

など災害弱者に向けた啓発活動など支援体制の強化を図ります。 

【実施事業】 

○地域防災対策事業 

○防災情報伝達事業 

○災害用備蓄品整備事業 

(３）生活支援の連携体制の強

化 

○年齢や性別、健康・身体の状態を問わず、子供から高齢者の方が住み慣

れた地域で自分らしい暮らしを続けられるよう、住まい、医療、介護、保

健予防、生活支援が一体的に提供できる体制整備を推進します。 

【実施事業】 

○まくべつ町健康ポイントラリー事業 

○特定健診・特定保健指導事業 

○食の自立支援サービス事業 

○外出支援サービス事業 

○認知症総合支援事業 

○生活支援体制整備事業 
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(４）障がい者の自立支援 

 

○障がいのある方に職場体験を通じて一般就労につなげるとともに、企業

の障がいに対する理解の促進を図ります。 

○障がい者の高齢化や重度化などを見据え、住み慣れた地域で安心して暮

らせるよう、相談支援、自立体験の場の提供、緊急時の受入れなど、地域

生活支援の仕組みづくりを進めます。 

【実施事業】 

○障がい者就労支援事業 

○障がい者理解促進事業 

○障害者地域生活支援事業 

○地域活動支援センター事業 

○障害者相談支援事業 

(５) 住民活動への参加の促

進 

 

○住民をはじめ、行政や企業など多様な主体がまちづくりに積極的に参加

できる環境づくりを進めます。 

○地域が抱える課題等の解決に向け、専門的知識や技術、経験を有する地

域おこし協力隊をはじめ、町内外の多様な人材を活用した地域活性化の推

進を図ります。 

【実施事業】 

○近隣センター等維持管理事業 

○公区等活動支援事業 

○協働のまちづくり支援事業 

(６)公共施設等の適切な維持

管理 

○「幕別町公共施設等総合管理計画」に基づき、個別施設毎の具体の対応

方針を定める「個別施設管理計画」の策定作業を推進します。 

○民間需要がある公用地や公共施設等について、売却や貸付けなど公的資

産の有効活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

 

 ５ 各施策に関連する SDGｓの目標 

（１）持続可能な開発目標（SDGｓ）とは 

   持続可能な開発目標（SDGｓ：Sustainable Development Goals）は、2015 年９月の国連で採択

されたもので、国連加盟 193 か国が 2016 年から 2030 年までの 15 年間で達成するために掲げた目

標であり、環境、経済、社会それぞれの側面を統合的に向上させるため、17 の目標と 169 のターゲッ

トから構成されています。この目標の達成に向け、政府だけでなく、自治体や企業、諸団体、町民に

も役割があり、それぞれが協力・連携しあうことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
目標１（貧困をなくそう）：あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標２（飢餓をゼロに）：飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標３（すべての人に健康と福祉を）：あらゆる年齢の全ての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標４（質の高い教育をみんなに）：全ての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を 

促進する 

目標５（ジェンダー平等を実現しよう）：ジェンダー平等を達成し、全ての女性及び女児の能力強化を行う 

目標６（安全な水とトイレを世界中に）：全ての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

目標７（エネルギーをみんなにそしてクリーンに）：全ての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的 

エネルギーへのアクセスを確保する 

目標８（働きがいも経済成長も）：包摂的かつ持続可能な経済成長及び全ての人々の完全かつ生産的な雇用と 

働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

目標９（産業と技術革新の基盤をつくろう）：強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な 

産業化の促進及びイノベーションの推進を図る 

目標 10（人や国の不平等をなくそう）：各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標 11（住み続けられるまちづくりを）：包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間 

居住を実現する 

目標 12（つくる責任つかう責任）：持続可能な生産消費形態を確保する 

目標 13（気候変動に具体的な対策を）：気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

目標 14（海の豊かさを守ろう）：持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

目標 15（陸の豊かさも守ろう）：陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の促進、持続可能な森林の経営、砂

漠化への対処、並びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

目標 16（平和と公正をすべての人に）：持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、全ての人々に 

司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

目標 17（パートナーシップで目標を達成しよう）：持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・ 

パートナーシップを活性化する 
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（２）総合戦略と関連のある SDGｓの目標 

   総合戦略では、個々の施策が世界レベルの目標達成に繋がっていることを認識するため、SDGｓの

理念を基本目標や基本的方向に位置付けるとともに、SDGｓの 17 の目標と関連性のある具体的な施策

を紐付けています。 

   また、SDGｓの理念を施策に反映させるためには、SDGｓに対する町民の理解を深め、町内事業所

の経済活動において 17 の目標達成に資する取組を促進することが必要であることから、セミナーな

どを通じて SDGｓに対する意識醸成と理解促進を図ります。 

 

 

 

 

施策名 関連する SDGs 

（１）農業の生産性の向上

と経営の安定化 

 ＜目標２：飢餓＞ 

＜目標８：経済成長・雇用＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

＜目標 15：生態系・森林＞ 

（２）６次産業化と地産地

消の推進 

 ＜目標８：経済成長・雇用＞ 

＜目標９：インフラ＞ 

＜目標 12：持続可能な生産・消費＞ 

（３）既存事業者及び進出

企業等に対する支援 

 
＜目標８：経済成長・雇用＞ 

＜目標９：インフラ＞ 

（４）農業・自営業の後継

者及び新規就業者の確

保・育成 

 ＜目標５：ジェンダー平等＞ 

＜目標８：経済成長・雇用＞ 

＜目標 10：不平等の是正＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標１＞ 産業の振興と雇用の場をつくる 
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施策名 関連する SDGs 

（１）ブランド戦略やシテ

ィプロモーションの推進 

 

＜目標８：経済成長・雇用＞ 

（２）スポーツ合宿・大会

誘致の推進 

 ＜目標４：教育＞ 

＜目標８：経済成長・雇用＞ 

（３）都市部との関係人口

の創出・拡大 

 ＜目標８：経済成長・雇用＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

（４）移住・定住対策の推

進 

 ＜目標３：健康な生活＞ 

＜目標４：教育＞ 

＜目標８：経済成長・雇用＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標２＞ 十勝・幕別への人の流れをつくる 
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施策名 関連する SDGs 

（１）結婚の希望に応える

支援 

  

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

（２）出産希望者に対する

支援 

 ＜目標３：健康な生活＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

（３）子育て世代の負担軽

減及び支援 

 ＜目標１：貧困＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

（４）魅力ある教育環境の

整備 

  

＜目標４：教育＞ 

 

（５）次代の郷土を担う子

供たちへの支援 

 ＜目標１：貧困＞ 

＜目標４：教育＞ 

＜目標 10：不平等の是正＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標３＞ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
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施策名 関連する SDGs 

（１）地域公共交通の維

持・確保 

 ＜目標 10：不平等の是正＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

 

（２）自助・共助・公助の

連携による防災体制の強

化 

 ＜目標６：水・衛生＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

＜目標 13：気候変動＞ 

（３）生活支援の連携体制

の強化 

 ＜目標１：貧困＞ 

＜目標３：健康な生活＞ 

＜目標 10：不平等の是正＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

（４）障がい者の自立支援 

 ＜目標１：貧困＞ 

＜目標３：健康な生活＞ 

＜目標 10：不平等の是正＞ 

＜目標 11：安全な都市＞ 

（５）住民活動への参加の

促進 

 ＜目標 11：安全な都市＞ 

＜目標 17：パートナーシップ＞ 

 

（６）公共施設等の適切な

維持管理 

 ＜目標６：水・衛生＞ 

＜目標９：インフラ＞ 

＜目標 13：気候変動＞ 

＜目標 16：法の支配等＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基本目標４＞ 安全・安心で快適な暮らしができるまちをつくる 
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■基本目標１　産業の振興と雇用の場をつくる

目標内容
現状

（平成30年度）
目標値

（令和6年度）
目標値設定の考え方

現状及び実績値の出典
（計画、調査等）

農業経営改善計画における農業所
得合計額

9,634百万円 9,827百万円
○農業経営改善計画認定申請書の申請時における年間農業所得の目標額の合計
（各年度末）

農業経営改善計画認定申請書の申請時における年間農業所得の現状額の合計（各
年度末）

農業産出額の北海道に占める割合 2.52% 2.52%

今後も人口減少が進み、農家戸数のさらなる減少が見込まれる中、本戦略に基づ
く各種施策により産出額の増加を目指すことを踏まえ、北海道に占める本町の農
業算出額の割合とするとともに、農業産出額が過去最高となった平成29年の現状
値以上を目標とする。

平成29年市町村別農業産出額（推計）幕別町322.6億円に対して、平成29年農業産
出額及び生産農業所得（都道府県別）北海道12,762億円に占める割合（農水省公
表時点の最新データにより毎年度算出）

納税義務者となる法人数 606社 620社 ○農業者の法人化の目標数(51⇒70)等を加味し、620社を目標値とする。 市町村税課税状況等の調

認定新規就農者数 2件
5件

(令和2年度～6年
度までの累計値）

○幕別町農業振興公社が実施する農業の担い手の確保・育成に関する事業との連
携により、認定新規就農者の確保を図る。目標値については、過去の実績と幕別
町農業振興公社が運営するまくべつ農村アカデミー研修事業の受講状況を踏ま
え、5件の認定を目標とする。

農業経営基盤強化促進法第14条の４の規定に基づく青年等就農計画の認定を受け
た者（認定新規就農者）

認定農業者のうち法人経営体数 51経営体 70経営体
○「農業経営基盤強化の促進に関する基本構想」に定める平成37年度における農
業法人数の目標数70経営体

農業経営改善計画認定申請書の申請時における法人経営体数

自動操舵システム搭載トラクター
の導入台数

181台 300台
2018十勝の農業（十勝総合振興局）における幕別町のトラクター所有台数2,588台
のうち約１割以上となる300台を目標とする。

令和元年12月現在の町内3JA聞き取りによる自動操舵システム搭載トラクターの導
入台数181台（ホクレンRTKシステム122台、電子基準点24台、ディーラーRTK10
台、無線方式25台）

生乳生産量 86,445t 90,000t
○「幕別町酪農・肉用牛生産近代化計画書」に定める平成37年度における生乳生
産量の目標80,900tに過去５年間における生乳生産量の伸び率を考慮した値（過去
最高値H30：93,886t）

十勝畜産統計の生乳生産量の忠類、さつない、幕別町農協の合計を平成26から30
年度で５中３平均した値（農協・ホクレン以外の出荷含む、帯広大正除く）

学校給食における地場産物利用割合 34.5% 35.0%
○地産地消の推進と児童生徒の地域理解を目的とし、年間35%の地場産物の利用を
することを目標とする。

幕別町給食センター（幕別・忠類）で幕別産野菜の利用割合

誘致企業数 3企業
7企業

(令和2年度～6年
度までの累計値）

○分譲可能な土地が限られているため、現在一時使用中の購入も含めて目標とす
る。
○単年度実績では年度ごとに乖離が生じるため計画期間5年間の累計値とする。

土地開発公社の土地譲渡件数で評価し、Ｒ２年度からＲ６年度までの累計件数と
する。

創業支援件数 6件
30件

(令和2年度～6年
度までの累計値）

○町の支援を受けず創業した件数の評価は難しいため、町の支援を通じて町内で
創業した事業者数を目標とする。
○単年度実績では年度ごとに乖離が生じるため計画期間5年間の累計値とする。町
内で事業を開始する視点から、「創業」には、「創立」や「開業」、「町外から
の移転」を含む。
○５年間の合計32件から年平均６件と見込み、５年計30件とする。

①幕別町企業開発補助金
②商店街活性化店舗開店等支援事業
③創業支援事業（利息補給）のいずれも新規件数の合計件数で評価し、Ｒ２年度
からＲ６年度までの累計件数とする。

新卒者町内就職者数 86人 80人

○高卒・大卒者今後、人口減少が見込まれる中、現状維持させることを目標とす
る。
○ここ１～２年は労働力不足による企業の求職者数が伸びているが、一方で少子
高齢化による新卒者数が年々減少しているため、現状維持を目標とする。
○平成30年度の実績をベースに、５年後の現状維持を目標とする。

毎年度、町（商工観光課）が実施している雇用実態調査の「新卒者の採用につい
て」の実績値とする。

ふるさと納税受入額 262百万円 300百万円
○関係人口の視点から町外者に対して町を知ってもらうきっかけとして一定の効
果があるため、返礼品の種類や寄附額増のための取組を通じて受入増加を目標と
する。

町に対するふるさと寄附額の実績値(決算資料と一致)とする。

第２期総合戦略における数値目標及び重要業績評価指標（KPI)設定の考え方

区分

数値目標

重要業績評価指標
（KPI)

資料３

見直し（取り下げ）

＊天候や災害など外的要因により実績値が変動する可能性が高いため



■基本目標２　十勝・幕別への人の流れをつくる

目標内容
現状

（平成30年度）
目標値

（令和6年度）
目標値設定の考え方

現状及び実績値の出典
（計画、調査等）

観光客入込客数 75.4万人 81.1万人

○本来は来町者数でなく、観光客が地域で消費した額を目標とすべきであるが、
客観的評価が可能な指標がない。
○本町は地域内経済循環が可能な水準に到達しておらず、現状は認知度向上を進
めるレベルであるため、観光客入込客数により判断する。

【積算基礎】
○幕別(道の駅忠類を含めた直近５年中３年の平均値　809.9千人)をベースに、
0.23％(十勝の直近５年間の伸び率3.96％×十勝に占める本町の割合5.82％）を乗
じる。

毎年度実施する「北海道観光入込客数調査報告書」の実績値とする。

社会増減数の均衡 △70人 0人 ○転入＜転出傾向にある社会増減数を均衡させることを目標とする。 住民基本台帳（各年度３月末時点）

宿泊客数 90,300人 93,940人
○町内の宿泊施設は現在４施設（民泊は除く）。町を訪れ長時間滞在するには宿
泊することが前提となるため、宿泊施設における宿泊客数の増を目標とする。

毎年実施する「観光入込客数調査」における町内４宿泊施設（十勝幕別温泉グラ
ンヴィリオホテル、幕別パークホテル悠湯館、十勝ナウマン温泉ホテルアルコ、
ホテルアルムもみの木帯広東(H30.6月～)）の宿泊客数とする。

訪日外国人宿泊者数 9,368人 13,500人
○人口減少に伴い、日本人による国内観光客がほとんど伸びてない中、外国人の
観光客数が増加している状況であり、今後も中国からの観光客を中心に増加する
ことが予想される。

毎年実施する「観光入込客数調査」における町内４宿泊施設（十勝幕別温泉グラ
ンヴィリオホテル、幕別パークホテル悠湯館、十勝ナウマン温泉ホテルアルコ、
ホテルアルムもみの木帯広東(H30.6月～)）の外国人宿泊客数とする。

スポーツ合宿・大会受入者数 299人 450人
○合宿：３団体×50人を目標
○大会：全道全国規模で１大会300人を目標

町が主催または後援・協力している団体等対象

スポーツ集客イベントへの
参加者数 899人 1,350人
○町主催イベントのほかに、民間主催のイベントも含めて、現状から1.5倍の参加
者数を目標とする。

オリンピアンの町創生事業イベント（スポーツ合宿誘致における地域交流活動も
含む）の参加人数

百年記念ホール利用人数 136,880人 137,000人
○これまで百年基本ホールを利用していた方が札内コミュニティプラザに流れて
いる傾向があることから、H26～H30の5中3平均利用人数の維持を目標とする。

事業実績報告

農村ホームステイ受入者数 105人 117人
○町が参加しているNPO法人「食の絆を育む会」が実施する農村ホームスティの受
入者数とする。
○受入農家戸数が減少する中、現状維持を目標とする。

NPO法人「食の絆を育む会」による道外高校生の町内農村ホームスティ受入者数の
実績値とする。

マイホーム応援事業による住宅取
得件数

67件 70件

○平成27年度からの事業実績に基づく事業評価を踏まえ、令和２年度以降、補助
対象者の年齢要件を引き下げ、子育て世代の本町への移住・定住の促進を図るこ
とで、若年層の住宅取得件数を増加させることを目標とする。

【積算基礎】
○平成27～30年度（４年間）における40歳未満の補助実績を踏まえ算出するも
の。

【評価指標】
　マイホーム応援事業のうち40歳未満の補助対象者の実績件数とする。

空き地・空き家バンク成約件数 8件 10件

○ＳＮＳやホームページ等による制度周知及び情報提供に努めるとともに、協力
宅建事業者等との連携を図ることで、成約件数を増加させることを目標とする。

【積算基礎】
○平成29～30年度（２年間）の実績を踏まえ算出するもの。
（H29～30の計）16件／２年＝８件／年 ⇒ 10件／年

【評価指標】
　空き地・空き家バンクの成約件数とする。

40歳未満の転入数 656人 700人
○住宅の確保や子育て支援など子育て世代を対象とした施策をより推進すること
で、年間700人以上子育て世代を中心に転入することを目標とする。

住民基本台帳（各年度３月末時点）

重要業績評価指標
（KPI)

区分

数値目標

見直し（取り下げ）

＊宿泊客数を訪日外国人増加のみとし、インバウンド対策の効果を検証する形とする。



■基本目標３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる

目標内容
現状

（平成30年度）
目標値

（令和6年度）
目標値設定の考え方

現状及び実績値の出典
（計画、調査等）

15歳未満の年少人口 3,297人 3,300人
○出生者数が減少傾向にあるため、安心して子供を育てる環境を整備すること
で、出生数の増加や子供たちを含めた世帯が転入することを期待し、現状維持を
目標とする。

住民基本台帳（各年度３月末時点）

合計特殊出生率 1.42% 1.55%
○町全体の合計特殊出生率1.55を基本として、本町における人口推移を推計して
いる。

平成27年７月に実施した住民アンケート結果、20～39歳の女性の希望こども人数
から算出

婚活イベント参加者数 65人 80人
○グリーンパートナー交流会への参加者を募集定数まで増やすことを目標とす
る。

グリーンパートナー交流会事業実績（他町村交流事業除く）

乳児家庭全戸訪問事業の訪問率 98.2% 100.0% 〇全戸訪問事業であることから100％を目標値とする。 事業実績報告

北海道働き方改革推進企業
認定社数

10社
35社

(令和2年度～6年
度までの累計値）

○働き方改革に取り組む企業を、北海道働き方改革推進企業として認定し、その
取組を広く紹介することにより、認定企業の働き方改革の取組を促進し、もって
道内企業の持続的発展や労働者の福祉の増進に資することを目的としている制度
（H31.3施行）。
○毎年５社（５年間で25社）を目標とする。

北海道働き方改革推進企業一覧表（北海道経済部雇用労政課調べ）

町内保育所定員数 510人 540人
〇第６期幕別町総合計画（３カ年実施計画）に位置付けられている札内青葉保育
園の新園舎建設により、30人の定員増を目標とする。

北海道が認可した定員（認可定員）

不登校児童生徒の割合 1.70% 1.50%
○平成30年度末の不登校者36人
平成30年度末の町内小中学校全児童生徒2,178人
○過去５年間の平均は33人

学校基本調査

道立幕別清陵高等学校入学者数 0人
120人
360人

○120人定員 平成31年4月から再編

区分

数値目標

重要業績評価指標
（KPI)



■基本目標４　安全・安心で豊かな暮らしができるまちをつくる

目標内容
現状

（平成30年度）
目標値

（令和6年度）
目標値設定の考え方

現状及び実績値の出典
（計画、調査等）

転出者数の抑制 998人 900人
○年間1,000人近い転出者数を900人台まで抑制することで社会増減の均衡や人口
ビジョンの推移を維持または上方修正することが見込まれる。

住民基本台帳（各年度３月末時点）

コミュニティバス利用者数 15,573人 25,200人

○平成30年度のコミバスの1日平均乗車人数が64.1人であり、ＰＲ等利用促進を図
り令和6年度までに1日平均100人を目標とする。
○R6年度目標値
（100人／1日平均）×252日＝25,200人／年

事業実績報告

自主防災組織の人口カバー率 62.0% 87.0%

○市街地公区における自主防災組織の設立を推進し、人口カバー率の向上を図
る。

○R6年度目標値
　65公区/70公区（全市街地公区）

事業実績報告

特定健康診査受診率 40.7% 60.0%

〇「特定健康診査及び特定保健指導の適切かつ有効な実施を図るための基本的な
指針（平成20年３月厚生労働 省告示第150号）」において示されている目標値
（60％以上）を適用する。
（参考）
「幕別町国民健康保険第３期特定健康診査等実施計画（R1～5年度）」における令
和５年度（最終年度）の目標値も60％で設定。

事業実績報告

福祉施設の入所者の地域生活の
移行者

0人
2人

(令和2年度～6年
度までの累計値）

○国の基本指針や、道の実績に基づく目標値を踏まえて、町の実績と実情を基に
障害福祉計画で定めている地域生活移行者の目標値（3年毎）を参考に設定。

障害福祉サ―ビス利用者の施設入所者が、地域での生活（グループホーム含む）
へ移行した数。

協働のまちづくり支援事業交付金
交付件数

221件 230件

○毎年度事業内容等を検証し、改善に向けた必要な見直し等を図ることで、交付
件数を増加させることを目標とする。

【積算基礎】
○平成26～30年度（５年間）の実績を踏まえ算出するもの。
　（H26～30の計）1,107件／５年≒221件／年 ⇒ 230件／年

【評価指標】
　協働のまちづくり支援事業交付金の交付件数とする。

まちづくり出前講座開催回数 94回 100回
○住民と行政が一体となったまちづくりを進めるため、行政の仕事の説明や住民
の生活に関する情報を中心として、年間100回の開催を目標とする。

事業実績報告

幕別町公共施設等総合管理計画
個別施設計画策定率

25% 100%
○政府の方針に基づき、令和２年度までに策定することとされているため、目標
値は100％とする。

幕別町公共施設総合管理計画
（施設分類毎の基本的な方針16（公園２つは１つに統合）のうち4施設は作成済
み。

数値目標

重要業績評価指標
（KPI)

区分


